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研究要旨：本研究では、近年の風水害等の実災害対応における保健医療福祉調整本部の設

置・運営とその活動に関する実態を把握するために、令和 2 年度から令和 4 年度において

災害救助法が発令された計 10 件の風水害を特定し、災害救助法が適用された自治体のう

ち、保健医療福祉調整本部の設置者となる都道府県 22 か所、保健医療福祉活動のマネジメ

ントを担う保健所 136 か所、災害対応業務を実施する市町村 409 か所を対象にした質問紙

調査を行った。その結果、保健医療福祉活動に関する事前の計画作成や訓練実施等をはじ

め、災害時に行った対応とそれにあたった拠点や人員等の体制、さらには、組織間の情報

の共有と活用に関する実態が明らかになった。

Ａ．研究目的

大規模災害時においては、「保健医療調整

本部」が設置され、保健医療活動チームの派

遣調整、活動に関する情報の連携と分析等の

活動の総合調整を行う。しかし、近年の広域

化かつ長期化する風水害への対応を教訓に、

被災地での福祉支援が重視されたことから、

令和 3 年防災基本計画及び厚生労働省防災業

務計画に、災害派遣福祉チーム（DWAT）等

の整備が追加されるとともに、「災害発生時

の分野横断的かつ長期的ケアマネジメント

体制構築に資する研究」（令和 3 年度厚生労

働科学研究）より、保健・医療・福祉が連携

した「保健医療福祉調整本部」の設置と運営

の重要性が指摘された。

これを受け、「大規模災害時の保健医療福

祉活動に係る体制の整備について」（令和 4
年 7 月、厚生労働省）より、大規模災害時の

保健医療福祉活動に係る体制の整備に当た

っては「保健医療福祉調整本部」の設置とそ

の活動に関する留意事項が周知された。中に

は、「保健医療福祉調整本部」は、保健医療

活動チームの派遣調整、保健医療福祉活動に

関する情報連携、保健医療福祉活動に係る情

報の整理及び分析等、保健医療福祉活動の総

合調整を行うとされている。

本研究では、基礎自治体や保健所等の災害

保健医療福祉担当者を対象にした質問紙調

査を通じて、近年の風水害等の実災害対応に

おいて設置・運営された「保健医療福祉調整

本部」及び、これに関連して行われた保健医

療福祉活動の実態を明らかにする。

Ｂ．研究方法

１．調査対象の選定

調査対象の選定においては、まず、保健医

療福祉活動が見込まれる災害を特定する必

要がある。そのため、令和 2 年度から令和 4
年度に発生した風水害に対し、被害報や災害

検証報告書等の資料より、表 1 に示すように、

- 8 -



 

災害救助法が発令された計 10 件の風水害を

特定した。 
これらの風水害時に災害救助法が適用され

た基礎自治体をリスト化し、中でも「保健医

療福祉調整本部」の設置者となる都道府県

（以下、都道府県という。）、管内における

保健医療福祉活動のマネジメントを担うた

めに都道府県が設置する保健所（以下、県型

保健所という。）、指定都市や中核市、特別

区が設置する保健所（以下、保健所設置市区

という。）、災害対応業務を実施する市町村

（以下、一般市町村という。）を調査対象と

して取り上げた。その結果、「都道府県」が

22 か所、「県型保健所」が 110 か所、「保健

所設置市区」が 24 か所、「一般市町村」が 409
か所、計 565 か所の調査対象が選定できた。 

 
２．調査の方法と内容 
調査の概要を表 2 に示す。調査では、選定

した 565 か所の調査対象に対し、令和 4 年 12
月から令和 5 年 1 月までの約 1 か月にかけ、

郵送による調査票の配布と回収を行った。調

査票は、風水害時における保健医療福祉活動

の実態に関する計 49 の項の質問で構成し、

活動上の支援と受援などの調査対象同士の

関係性や活動の実態に応じて質問内容を一

部変更し、「都道府県」「県型保健所」「保

健所設置市区」「一般市町村」のそれぞれに

計 4 種の調査票を作成し配布した。また、質

問に対する共有認識と質問文に対する正し

い理解を促すために、表 3 に示す用語の定義

を、調査票と合わせて別紙として配布した。 
調査内容については、次に述べるとおりで

ある。ただし、回答にあたっては、表 1 で示

した 10 件の災害のうち、保健医療福祉活動

が最も活発であったと思う災害を一つ選択

（問 0）したあと、当該災害時への実対応を

もとに活動実態（問 1～問 6）について回答を

行うこととした。 
まず、問１では、災害時に行った保健医療

福祉活動の内容をはじめ、活動に必要な調整

や要請、活動拠点や体制、人員などの計 7 項

について伺った。ただし、問１に対して活動

表１ 災害救助法の発令状況（R2～R4、風水害） 

No 災害名 災害救助法

適用日 主な地域 

1 令和 2 年 7 月 3 日からの

大雨による災害 
令和 2 年 7
月 4 日 

山形、熊

本他 

2 令和 2 年台風 14 号に伴う

災害 
令和 2年 10
月 10 日 東京他 

3 令和 3 年 7 月 1 日からの

大雨による災害 
令和 3 年 7
月 3 日 

静岡、島

根他 

4 台風第 9 号から変わった

温帯低気圧に伴う大雨 
令和 3 年 8
月 10 日 青森他 

5 令和 3 年 8 月 11 日からの

大雨による災害 
令和 3 年 8
月 12 日 

佐賀、広

島他 

6 令和 3 年長野県茅野市に

おいて発生した土石流 
令和 3 年 9
月 5 日 長野他 

7 令和 4 年 7 月 14 日からの

大雨による災害 
令和 4 年 7
月 15 日 宮城他 

8 令和 4 年 8 月 3 日からの

大雨による災害 
令和 4 年 8
月 3 日 

青森、山

形他 

9 令和 4 年台風第 14 号に

伴う災害 
令和 4 年 9
月 18 日 

高知、九

州他 

10 令和４年台風第 15 号に伴

う災害 
令和 4 年 9
月 23 日 静岡他 

 

表２ 調査概要 

項目 内容 

調査

対象 

・令和 2 年～4 年に発生した風水害において災

害救助法が適用された計 565 の基礎自治（災

害保健医療福祉担当者宛） 
・対象の活動実態に応じて以下の 4 種の調査票

（別紙 2-1～2-4）を作成 
－都道府県版（22 か所） ※別紙 2-1 
－県型保健所版（110 か所） ※別紙 2-2 
－保健所設置市区版（24 か所） ※別紙 2-3 
－一般市町村版（409 か所） ※別紙 2-4 

調査

期間 

・令和 4 年 12 月 16 日～令和 5 年 1 月 16 日 
※コロナ禍を考慮し、調査期間後の追加集計

（～1 月 31 日）あり。 

調査

方法 

・郵送による配布・回収 
※調査対象に希望に応じてメール等での配布・

回収もあり。 
配布 
回収 565 票配布/244 票回収、有効回収率 43.2％ 

調査

項目 

問 0．災害の選択（1 項） 
問 1．災害時の保健医療福祉活動ついて（7 項） 
問 2．事前の計画や訓練等について（3 項） 
問 3．保健医療福祉活動体制について（20 項） 
問 4．情報の共有と活用について（6 項） 
問 5．対応活動の評価について（11 項） 
問 6．自由意見（1 項） 
※詳細については、別紙 2 の調査票参照 
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を行っていなかったと回答した対象につい

ては、問２の保健医療福祉活動の調整・対応

に関する事前計画の作成や訓練の実施、参加

機関・組織などに関する計 3 項の質問のみに

回答してもらった。次に、問３では、災害時

に行った保健医療福祉活動の調整・対応の体

制に関する事前計画の効果と、特に、発災後

の初動対応から亜急性期の対応において、

ICS 注 1組織図に準拠した体制と役割分担、な

                             
脚注1 ICS（Incident Command System、インシデント・

コマンド・システム、現場指揮システム）は、米国で開発

された災害現場・事件現場などにおける標準化された管理

システムであり、命令系統や管理手法が標準化されている

点が特徴である。2004 年にアメリカ合衆国連邦緊急事態管

どの計 20 項について伺った。そして、問４で

は、保健医療福祉活動において、関係機関な

どと共有した被害や支援状況に関する情報

とそのための連絡・通信手段をはじめ、特に、

近年のコロナ禍を考慮し、オンライン会議シ

ステムの活用程度を含む計 6 項について伺っ

た。最後に、問５では、意思決定に必要な情

報の収集、組織間の支援調整や情報共有、住

民や報道機関への情報発信など、災害時に行

った対応活動に対する達成度の計 11 項につ

いて主観的な自己評価をしてもらった。 
 
Ｃ．研究結果 

調査では、計 565 か所の調査対象に調査票

を配布・回収した結果、表 4 に示すように、

計 244 か所から 43.2％の回答が得られた。中

では、「都道府県」の回収率が 77.3％と最も

高く、次いで「保健所設置市区」が 70.8％、

「県型保健所」が 64.5％、「一般市町村」が

34.0％の順で有効な回答が得られた。次に回

答結果の詳細を述べる。 
なお、回答に当たっては、保健医療福祉活

動が最も活発であった災害（図 1）を選択し

たあと、当該の災害への対応を念頭に回答し

てもらった。その結果、主に九州地域を中心

に災害救助法が発令された「令和 4 年台風第

14 号に伴う災害」が 53.3％と最も高く、次い

で山形県や熊本県などに災害救助法が発令

された「令和 2 年 7 月 3 日からの大雨による

災害」が 18.9％であった。 

理庁（FEMA）によって制定された米国インシデント・マ

ネジメント・システム（National Incident Management 
System, NIMS）では、米国で発生するあらゆる緊急災害・

緊急事態に ICS を適用することが定められている。 

表３ 用語の定義 

用 語 説明 
要継続

医療者 
透析患者、人工呼吸器使用患者、精神疾

患者、小児・周産期医療者等 
健康被

害 
エコノミークラス症候群、熱中症、感染症（新

型コロナウィルス感染症を含む）、食中毒等 

保健医

療福祉

活動チ

ーム 

災害派遣医療チーム（DMAT）、日本医師

会災害医療チーム（JMAT）、日本赤十字社

の救護班、独立行政法人国立病院機構の

医療班、全日本医療支援班（AMAT）、日本

災害歯科支援チーム（JDAT）、薬剤師チー

ム、看護師チーム、保健師チーム、管理栄

養士チーム、日本栄養士会災害支援チーム

（ JDA-DAT）、災害派遣精神医療チーム

（DPAT）、日本災害リハビリテーション支援

協 会 （ JRAT ） 、 災 害 福 祉 支 援 チ ー ム

（DWAT）、その他の災害時保健医療福祉

活動を行うチーム 

DHEAT 災害時健康危機管理支援チーム（Disaster 
Health Emergency Assistance Team） 

各分野

の担当 

各分野（医療、対人保健、衛生、薬務、等）

のチーム編成、指示、報告、引継ぎ等の管

理を担当する者 

計画情

報担当 

現状把握のための情報収集・評価・分析

や、活動計画作成、終了計画作成等を担当

する者 

後方支

援担当 

活動に必要な環境（施設、設備、通信、食

料、輸送手段）等の確保・管理を担当する

者、いわゆるロジスティクス担当 
財務総

務担当 
活動に必要な支出の管理や労務等の管理

を担当する者 

広報担

当 

住民への情報発信、事業者や関係機関等

への連絡・伝達、報道機関への対応等を担

当する者 
安全担

当 
職員や活動者の安全管理や健康管理、そ

の助言等を担当する者 
渉外担

当 
関係機関との連絡調整を担当する者、いわ

ゆるリエゾン、または 連絡窓口 
 

表４ 調査結果 

対象分類 配布

数 
有効 

回収数 
有効 

回収率 
都道府県 22 17 77.3％ 

県型保健所 110 71 64.5％ 
保健所設置市区 24 17 70.8％ 

一般市町村 409 139 34.0％ 
合計 565 244 43.2％ 
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１）災害時の保健医療福祉活動（問 1） 
１－１）災害時の保健医療福祉活動 
上記の選択した災害対応において必要とな

った保健医療福祉活動（図 2）については、

「保健医療福祉活動は必要とならなかった」

が 63.5％と最も高く、「避難所における健康

被害予防」が 26.2％、「災害時要配慮者等に

対する福祉支援」が 15.2％となっている。 
全体の有効回答 244 件のうち、63.5%の 158

件が活動を行っていなかったと回答したた

め、前述のように、これらの回答者は問 2 の

みの回答とし、問 3 からの質問に対しては、

上記の 158 件を除き、いずれかの活動を行っ

たと回答した 35.2％の 86 件（都道府県 5 件、

県型保健所 16 件、保健所設置市区 4 件、一般

市町村 61 件）のみが全体の有効回答となる。 
 

１－２）保健医療福祉活動の拠点 
保健医療福祉活動の拠点（図 3）について

は、「都道府県」では「保健所に地域保健医

療福祉調整本部等を設置した」との回答が

60.0％と最も高く、「県型保健所」では「保健

所に地域保健医療福祉調整本部等を設置し

た」が 56.3％と最も高い。また「保健所設置

市区」では「市区の庁内に保健医療福祉活動

調整拠点等を設置した」が 75.0％と最も高く、

「一般市町村」では「市町村の庁内に保健医

療福祉調整本部等を設置した」が 50.8％と最

も高く、「その他」も 42.6％と高くなってい

るが、中には、市町村が設置した災害対策本

部の災害医療班などを拠点に活動を行った

とされている。 

 
１－３）保健医療福祉活動の人員体制 

保健医療福祉活動の調整・対応を行った人

員体制（図 4）については、「計画等に指定さ

れた庁内の専門職」が 80.2％と最も高く、次

いで「計画等に指定された庁内の事務職」が

67.4％となっている。 

 
図１ 活動が活発であった災害 

 
図２ 災害時の保健医療福祉活動 

 
図３ 保健医療福祉活動の拠点 
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１－４）保健医療福祉活動チームの派遣要請 
保健医療福祉活動チームの派遣要請（図5）

については、都道府県では「都道府県内で要

請した」が 60.0％と最も高く、次いで「要請

していない」が 40.0％と高い。県型保健所・

保健所設置市区・一般市町村では、「派遣さ

れていない」が 76.5％と最も高くなっている。 

 
１－５）コロナ禍での活動制限 
新型コロナウイルス感染症のために被災者

に対する保健医療福祉活動が制限（図 6）さ

れた経験については、「制限されなかった」

が 60.5％と高い回答率に比べて、「制限され

た」が 11.6％と少ない。 

２）保健医療福祉活動の調整・対応に関する

事前の計画や訓練等について（問 2） 
２－１）事前の計画作成や訓練等の実施 
災害の発生前から、保健医療福祉活動の調

整・対応に関する計画や行っていた訓練等の

実施（図 7）については、「事前に計画を作成

していた」が 52.0％と最も高く、「事前に研

修や訓練を行っていた」が 45.1％と高い。 

 
２－２）事前の研修や訓練への参加 
事前の研修や訓練への参加（図 8）について

は、「計画等に指定された庁内の専門職」が

47.5％と最も高く、次いで「計画等に指定され

た庁内の事務職」が 43.0％と高い。 

 
３）災害時の保健医療福祉活動の体制（問 3） 
３－１）事前の計画に基づいた災害対応 

事前の計画に基づいた災害対応（図 9）に

ついては、「計画通りだった」との回答をみ

ると、「１）本部等の設置有無」、「２）本

部等の設置場所」が 70%以上と非常に高く、

 
図４ 保健医療福祉活動の人員体制 

 
図５ 保健医療福祉活動チームの派遣要請 

 
図６ コロナ禍での活動制限 

 
図７ 事前の計画作成や訓練等の実施 

 
図８ 事前の計画作成や訓練等の実施 
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「３）対応にあたる人員」、「４）対応する

際の手順」が 60%程度と高い。 

 
３－２）災害対応における役割 
発災後の初動期から亜急性期までの災害対

応における役割（図 10）については、「１）

組織全体の指揮担当」及び「２）各分野の担

当」に対し、担当が「明確に決められていた」

と「ある程度決められていた」を含めて 80%
程度と非常に高い。また、「３）計画情報担

当」、「４）後方支援担当」、「５）財務総

務担当」、「６）広報担当」、「７）安全担

当」、「８）渉外担当」のそれぞれについて

は約半数程度が役割を担当しているとの回

答が得られた。 

 
４）情報の共有と活用について（問 4） 
４－１）関係機関との情報共有 

発災後の初動期から亜急性期において関

係機関と共有した情報（図 11）については、

「人的被害の程度」と「ライフライン状況」

がいずれも約 70％と高い。 

 
４－２）情報共有のための連絡手段 
被害状況や支援要請等の情報共有のために

使用した連絡手段（図 12）については、「固

定電話」が 67.4％と最も高く、「インターネ

ットメール（行政用）」が 52.3％と高い。他

にも、携帯電話や SNS 等も少なからず活用し

ていることが確認できる。 

 
４－３）データや資料の共有手段 

データや資料等の共有のために使用した

手段（図 13）については、「インターネット

メール（行政用）」が 61.6％と最も高く、次

いで FAX やファイルサーバ、SNS を活用し

ていることが確認できる。 
 

４－４）個人情報の共有手段 
被災者の健康情報などの個人情報を含む

情報の共有手段（図 14）については、「紙の

資料」が 45.3％と最も高い。そのほか、セキ

 
図９ 災害時の保健医療福祉活動の体制 

 
図１０ 災害対応における役割 

 
図１１ 関係機関との情報共有 

 
図１２ 情報共有のための連絡手段 
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ュリティが担保されたファイルサーバやシ

ステムもやや活用されていることがわかる。 

 
４－５）オンライン会議システム等の活用 

関係機関との情報共有や調整等のために

行われた打ち合わせや会議等におけるオン

ライン会議システム等の活用状況（図 15）に

ついては、「オンライン会議等は行っていな

い／活用していない」が 76.7％と非常に高い。 
 

５）災害対応に対する評価（問 5） 
災害時の保健医療福祉活動に対する評価

ついて、次に示すそれぞれの項目に対し、達

成度 0％の１から達成度 100％の５まで、５

段階での主観的な自己評価をしてもらった。 
 
５－１）全体活動の達成度 
災害時の保健医療福祉活動に対する全体の

達成度（図 16）については、「５」と「４」

を合わせて 47．7％が高く評価している。 

 
５－２）意思決定のための情報の活用 

災害対応において意思決定を行うための

情報の活用（図 17）については、「５」と「４」

を合わせて 40.1％が高く評価している。 

 
５－３）関係組織との連携・調整 
活動チームや支援者などの関係組織との連

携・調整（図 18）については、「５」と「４」

を合わせて 38.4％が高く評価している。 

 

 
図１３ データや資料の共有手段 

 

 
図１４ 個人情報の共有手段 

 

 
図１５ オンライン会議システム等の活用 

 
図１６ 全体活動の達成度 

 
図１７ 意思決定のための情報の活用 

 
図１８ 関係組織との連携・調整 
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５－４）情報の共有 
「都道府県」、「県型保健所」、「保健所設

置市区」、「一般市町村」のそれぞれが行っ

た情報の共有（図 19）については、「都道府

県」では、母数が非常に少ないこともあり、

評価に対する特徴は見られない。「県型保健

所」と「保健所設置市区」のいずれにおいて

も、都道府県や管内の市町村、または、管内

の保健所や保健センターと行った情報の共

有について、「５」と「４」を合わせて約 70％
と非常に高く評価している。「一般市町村」

では、「５」と「４」を合わせて 19.7％が高

く評価している。 

 
５－５）支援の要請や派遣への対応① 

「都道府県」、「県型保健所」、「保健所

設置市区」、「一般市町村」のそれぞれが行

った支援の要請や派遣に対する対応（図 20）
について、「都道府県」が管内の保健所から

受けた支援の要請に対する対応については、

母数が非常に少ないこともあり、評価に対す

る特徴は見られない。「県型保健所」、「保

健所設置市区」、「一般市町村」が都道府県

に要請して受けた支援派遣への対応につい

ては、14.8％が高く評価しているが、「対応不

要」が 55.6％と最も高い割合を占めている。 

 
５－６）プッシュ型支援への対応① 
「都道府県」、「県型保健所」、「保健所設

置市区」、「一般市町村」のそれぞれが行っ

たプッシュ型支援に対する調整や対応（図 21）
について、「都道府県」が管内の保健所から

要請にかかわらず行ったプッシュ型支援の

調整については、母数が非常に少ないことも

あり、評価に対する特徴は見られない。「県

型保健所」、「保健所設置市区」、「一般市

町村」が都道府県から受けたプッシュ型の派

遣に対する対応については、14.8％が高く評

価しているが、「対応不要」が 53.1％と最も

高い。 

 
５－７）支援の要請や派遣への対応② 

「都道府県」、「県型保健所」、「保健所

設置市区」、「一般市町村」のそれぞれが行

った支援の要請や派遣に対する対応（図 22）
について、「都道府県」が管内の市町村から

受けた支援要請に対する対応については、母

数が非常に少ないこともあり、評価に対する

特徴は見られない。「県型保健所」が管内の

市町村から受けた支援要請に対する対応に

 
図１９ 情報の共有 

 
図２０ 支援の要請や派遣への対応① 

 
図２１ プッシュ型支援への対応① 

- 15 -



 

ついては、「５」と「４」を合わせて 62.5％
が高く評価している。「保健所設置市区」が

市区内の保健所や保健センターから受けた

支援要請に対する対応については、母数が非

常に少ないこともあり、評価に対する特徴は

見られない。「一般市町村」が保健所に要請

して受けた支援派遣への対応については、

11.5％が高く評価しているが、「対応不要」が

54.1％と最も高い。 

 
５－８）プッシュ型支援への対応② 

「都道府県」、「県型保健所」、「保健所

設置市区」、「一般市町村」のそれぞれが行

ったプッシュ型支援の調整やそれに対する

対応（図 23）について、「都道府県」が管内

の市町村から要請がなかった場合の支援調

整については、母数が非常に少ないこともあ

り、評価に対する特徴は見られない。「県型

保健所」が管内の市町村から要請がなかった

場合の支援調整については、「５」と「４」

を合わせて 43.8％が高く評価している。「保 
健所設置市区」が市の保健所・保健センタ

ーから要請がなかった場合の支援調整につ

いては、母数は少ないが「対応不要」が 50.0％
と最も高い。「一般市町村」が保健所から受

けた支援調整については、「対応不要」が

49.2％と最も高い。 

 

５－９）住民に対する活動情報の発信 
被災地の地域住民に対して災害時の保健医

療福祉活動に関する情報の発信（図 24）につ

いては、「５」と「４」を合わせて 23.2％が

高く評価している。 

 
５－１０）報道機関に対する活動情報の発信 

報道機関に対して災害時の保健医療福祉

活動に関する情報の発信（図 25）については、

「５」と「４」を合わせて 17.5％が高く評価

している。「対応不要」との判断も 33.7％と

して高い割合を占めている。 
 
５－１１）事前の計画や訓練の効果 

事前に作成していた計画や行われていた

研修や訓練の効果（図 26）については、「５」

 
図２２ 支援の要請や派遣への対応② 

 
図２３ 支援の要請や派遣への対応② 

 
図２４ 住民に対する活動情報の発信 
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と「４」を合わせて 32.6％が高く評価してい

る。 

 
６）その他の自由意見（問 6） 

上記の質問のほかに、保健医療福祉活動に

対する自由意見については、「活動拠点を設

置せず、避難所を中心とした観察と支援が効

果的であった。」、「活動拠点を別途設けず、

災害対策本部の中で福祉班や避難所対策班

と協議しながら支援活動を行ったことが効

果的であった。」などの拠点のあり方に関す

る意見がみられた。また、「被災によって情

報システムが起動できず、情報把握が難しか

った。」、「被災者に対する情報発信が不十

分であったため、活動に支障が生じた。」な

どの情報の重要性に関する意見も見られた。

ほかにも関係組織との連携や調整の難しさ、

人員や資源の不足が意見としたあげられた。

なお、多くの対象が選択していた令和 4 年度

の災害については、「おそれ段階」での救助

法適用であったため、通常対応で災害対応が

不要であったことが意見としてあげられた。 
 
Ｄ．考察 

調査では、保健医療福祉活動が最も活発で

あった災害を自らが選択し、当該災害に対す

る対応実態をもとに回答してもらっている

ため、回答が最も多く見られた「令和 4 年台

風第 14 号に伴う災害」の災害対応の実態が

反映されたものと考えられる。 
災害時に行った保健医療福祉活動とその

活動にあたっての拠点や人員体制について

は、主に避難所での健康被害の予防や災害時

要配慮者等を対象にした活動が行われてお

り、これらの活動に対しては、自ら拠点を立

ち上げ、外部に派遣を要請することなく、事

前の計画等にあらかじめ指定していた庁内

の担当が対応に当たっていたことが窺えた。

なお、これらの活動は、コロナ禍対策がやや

緩和されていた令和 4 年度の災害対応である

ことから、コロナ禍による活動への制限はほ

とんどみられなかった。 
保健医療福祉活動に向けた事前の計画の

作成や訓練等の実施については、調査対象の

約半数が事前計画を作成し、計画等に指定し

ている庁内の専門職や事務職が参加した研

修や訓練などを行っていることが確認でき

た。なお、災害医療や災害福祉などの外部の

専門家の参加も少なからず行われていたこ

とが分かった。 
災害時における保健医療福祉活動の体制 

については、事前計画に基づき、計画に沿っ

た本部等の拠点を設置し、全体の指揮担当を

はじめ、計画情報、後方支援、財務総務、広

報、安全、渉外など、担当の名称にやや違い

のあるものの、ICS に準拠した人員体制を確

立したうえで、部長や課長などの行政の役職、

所長や局長などの医師、保健師がそれぞれの

担当を担って応援や受援の調整と対応を行

ったことが確認できた。特に、活動の拠点や

場所の物理的な対応に比べ、人員や対応手順

等に対しては、事前計画にかかわらずやや柔

軟な対応が行われていたと考えられる。 
災害時における保健医療福祉活動におけ

る組織間の情報の共有と活用については、保

健医療福祉活動のニーズを把握するための

地域の被害程度に関する情報が優先して共

有されており、次に医療機関や福祉施設の被

 
図２５ 報道機関に対する活動情報の発信 

 

 
図２６ 事前の計画や訓練の効果 
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災状況や支援要請などの支援に必要な情報

の共有が行われていたことが確認できた。こ

れらの情報共有においては、固定電話が最も

多く活用されており、中でもデータや資料な

どについては、インターネットメールが多く

活用されていることが分かった。ほかにも、

情報共有のために LINE 等の SNS が活用され

る傾向もややみられたが、コロナ禍でよく使

われるようになったオンライン会議システ

ム等はほとんど活用されていなかったこと

が確認できた。これは、前述のように、コロ

ナ禍対策がやや緩和されていた令和 4 年度の

災害対応の実態が多く反映されていた結果

であることから、対面式の協議による情報共

有が中心となって調整・対応が行われたこと

を示唆する。 
 
Ｅ．結論 

本研究では、近年の風水害等の実災害対応

における保健医療福祉調整本部の設置・運営

とその活動に関する実態を把握するために、

令和 2 年度から令和 4 年度において災害救助

法が発令された計 10 件の風水害を特定し、

災害救助法が適用された自治体のうち、保健

医療福祉調整本部の設置者となる都道府県

22 か所、保健医療福祉活動のマネジメントを

担う保健所 136 か所、災害対応業務を実施す

る市町村 409 か所を対象にした質問紙調査を

行った。その結果、保健医療福祉活動に関す

る事前の計画作成や訓練実施等をはじめ、災

害時に行った対応とそれにあたった拠点や

人員等の体制、さらには、組織間の情報の共

有と活用に関する実態が明らかになった。 
今後は、災害対応を行った主体（都道府県、

保健所、市区町村）をはじめ、救助法が適用

された災害種別、災害時の各地域の被害程度、

事前の計画の作成や研修・訓練の実施有無、

特に近年浸透しっつある ICS の考え方に基づ

いた体制構築の有無などを軸にした集計を

行うととも、災害対応の担当者に対するイン

タビューやヒアリング調査を通じて、保健医

療福祉活動の実態をより具体化していく必

要がある。 
 
Ｆ．研究発表  
１．論文発表 
 特になし 
 
２．学会発表 
 特になし 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 

特になし 
 
２．実用新案登録 

特になし 
 
３．その他 

特になし 
 
Ｅ．参考文献 
・大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体

制の整備について、厚生労働省、令和 4 年

7 月．https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsu
ite/bunya/0000197835.html（2022.8.24 閲覧） 

・災害時健康危機管理支援チーム活動要領に

ついて、https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakuni
tsuite/bunya/0000197835.html（2022.8.24 閲

覧） 
・災害時の保健師等広域応援派遣調整要領、

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bu
nya/tiiki/index.html（2022.9.15 閲覧） 

・災害状況一覧（内閣府、防災情報のページ）、
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